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通所介護 デイサービスセンターかなざわ 重要事項説明書 

＜令和３年４月１日現在＞ 

 

１ 通所介護事業者（法人）の概要 

名 称 ・ 法 人 種 別 医療法人愛和会 

代 表 者 名 理事長 金澤 秀次 

所 在 地 ・ 連 絡 先 

（住所）兵庫県神戸市灘区神ノ木通４丁目２番１５号 

（電話）  ０７８－８７１－９００１ 

（ＦＡＸ） ０７８－８７１－２９９３ 

 

２ 事業所の概要 

 (1) 事業所名称及び事業所番号 

事 業 所 名 介護予防 通所介護 デイサービスセンターかなざわ 

所在地・連絡先 

（住所）兵庫県神戸市灘区神ノ木通３丁目１番４号 

（電話）  ０７８－８７１－９０７６ 

（ＦＡＸ） ０７８－８０５－０２３４ 

事 業 所 番 号 ２８７０２０１２６２ 

管理者の氏名 金澤 秀市朗 

利 用 定 員 ２５人 

  

 (2) 事業所の職員体制 

従業者の職種 
人数 

（人） 

区分 
職 務 の 内 容 

常勤(人) 非常勤(人) 

管理者 １ １ ０ 業務を統括的に管理します 

生活相談員  １ １（専従） ０ 
ご利用者の日常生活上の相談に応じ、適宜生活支援

を行います 

介護職員 ３ １(専従)  ２（専従） 
ご利用者の日常生活上の介護並びに健康保持のた

めの相談・助言を行ないます 

看護職員 ０   ０  ０ 医療法人愛和介金沢病院との連携 

機能訓練指導員 ６ ０ ６（専従） ご利用者の機能訓練を行います 

 

(3) 設備の概要 

食堂及び機能訓練室 91.79 ㎡ 浴 室 一般浴槽 ２槽 

相談室 9.8 ㎡ トイレ ２ヶ所 

静養室 9.78 ㎡  

 

(4) 事業の実施地域 

事業の実施地域  神戸市灘区 ※地域以外でもご希望の方はご相談ください。 

    

 (5) 営業日・営業時間 

営 業 日 営 業 時 間 

月～土・祝祭日 ８：３０～１７：３０ 

 

営業しない日 日曜日・１２月３０日～１月３日 

 

３ サービスの時間 内容及び費用 
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(1) 介護保険給付対象サービス  サービス提供時間 9 時 20 分～16 時 30 分 

ア サービス内容 

種   類 内     容 

入    浴 

一般浴のみ。見守り(必要に応じて介添え介助)対応有。 

※入浴時の身心の状態(体調不良など)により、入浴が不適切とデイサービス側で 

判断された場合、入浴サービスの利用を控えて頂く場合がございます。 

排    泄 
ご利用者の状況に応じて適切な排泄介助を行うと共に、自立に向けて 

適切なアドバイスを行います。 

機 能 訓 練 
機能訓練指導員により、ご利用者の生活機能向上を目指した機能訓練を

行います。 

生 活 相 談 ご利用者の生活面での指導・援助を行います。 

健 康 チ ェ ッ ク 血圧測定等、ご利用者の健康状態の把握を行います。 

 

イ 費用 

・利用料金の請求金額は、原則として下記の【料金表】の単位の合計に１０．５４(神戸市特甲地分)

を掛け、介護保険適用により 1割～3割(負担割合証に応じた割合)がご利用者の負担額となります。 

 

【料金表】 ※加算などによる利用料金など変更するときは その都度紙面にてお知らせします。 

〔介護給付〕所要時間７時間以上８時間未満の場合(通常規模型) 

○介護度別のサービス加算（１日あたり） 

要介護１ ６５５単位 

要介護２ ７７３単位 

要介護３ ８９６単位 

要介護４ １０１８単位 

要介護５ １１４２単位 

○サービス提供体制強化加算(Ⅰ)ロ 

（別に厚生労働大臣が定める基準に適合している場合） 

要介護１～５ １８単位（１日あたり） 
 

○その他サービス加算（１回あたり） 

入浴介助加算 ４０単位 

個別機能訓練加算Ⅰイ ５６単位 

個別機能訓練加算Ⅰロ 単位 

口腔機能向上加算 

（月 2 回まで） 
１５０単位 

栄養マネジメント加算 

（月 2 回まで） 
１５０単位 

送迎減算 －４７単位 
 

 

〔利用した総単位数に応じた加算〕 

○介護職員処遇改善加算 

（介護職員の処遇改善に関して、一定の改善基準を超えた場合） 

介護職員処遇改善加算Ⅰ 所定単位数の 59/1000 加算した単位 

介護職員処遇改善加算Ⅱ 所定単位数の 43/1000 加算した単位 

介護職員処遇改善加算Ⅲ 所定単位数の 23/1000 加算した単位 
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・ 前述の利用料金を算定する基本となる時間は、実際にサービス提供に要した時間ではなく、利用者

の居宅サービス計画に定められたサービスにかかる標準的な時間を基準とします。 

・ 介護保険適用の範囲を超えたサービス利用の利用料金は、事業者が別に設定し、実費負担となりま

すのでご相談ください。 

・ 介護保険適用の場合でも、保険料の滞納等により、事業者に直接介護保険の給付が行われない場合

があります。その場合は、利用料金の全額が実費負担となります。利用料金のお支払いと引き換え

にサービス提供証明書と領収証を発行します。 

 

(2) 介護保険給付対象外サービス  

○ 食事代（喫茶・おやつを含む） ¥７５０－ 

○ 特別食            ¥８００－ 

  ※余剰金が発生した場合がありましたら、活動費(利用者提供プログラム)に充当させて頂きます。 

 

○ その他の費用 

   おむつ代、レクリエーションにかかる費用等は必要に応じ、別途実費負担となります。 

    

●リハビリパンツ代 ：M サイズ¥１７５‐ 

L サイズ¥２０５‐ 

   ●尿取りパット代  ：¥５０‐ 

   ●連絡帳の再発行  ：¥２００‐ 

●その他必要分の費用発生時 

 ●介護保険支給限度基準額超過分自己負担金(必要な場合のみ) 

 

○ キャンセル料  

  ご利用者の都合によりサービスを中止する場合は、次に挙げる場合キャンセル料をいただきます。 

 

・連絡先 ＴＥＬ ０７８－８７１－９０７６ ＦＡＸ ０７８－８０５－０２３４ 

 

※利用日当日のキャンセルにつきましては、理由の如何を問わずキャンセル料を申し受けます。 

※月曜日ご利用の方は、前日の日曜に下記のいずれかに御連絡していただき、伝言を残して 

いただけるよう御願い申し上げます。 

① ＦＡＸ （０７８－８０５－０２３４） 

② 携帯電話（０７０－６９１７－４８５８） 

 

(3) 利用料等のお支払方法 

   毎月 20 日頃までに前月分の請求をいたします。請求書兼領収書を茶封筒に入れて、お渡しいた

しますので、請求月末日までに現金でお支払いください。入金確認後、領収印を押印した領収書を

発行してお渡しいたします。 

 

利用日の前日の１７時までにご連絡いただいた場合 無 料 

利用日の前日の１７時までにご連絡がなかった場合 キャンセル料 ¥７５０－ 
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４ 事業所の特色等 

 

(1) 事業の目的 

 介護保険法の趣旨に従い、高齢者がその有する能力に応じ、可能な限り自立した日常生活を営む 

ことができるように通所介護サービスを通じて支援する。 

 

(2) 運営方針 

   高齢者の個々の状況やご希望を踏まえ、適切な運動メニューにより生活向上機能を目指すと共に 

   ご利用者の生活面での指導・援助を行うことにより自立支援を促します。 

 

(3) その他 

事 項 内 容 

通所介護計画の作成 

及び事後評価 

当事業所の管理者が、ご利用者の直面している課題等を評価し、ご

希望を踏まえて、通所介護計画を作成します。 

また、サービス提供の目標の達成状況等を評価し、その結果を書面

に記載してご利用者に説明のうえ交付します。 

従業員研修 年２回、研修を行います。 

 

５ サービス内容に関する苦情等相談窓口 

 

当事業所ご利用者様相談窓口 

窓口責任者 奥田 淳子 

ご利用時間 ８：３０～１７：３０ 

ご利用方法 電話 ０７８－８７１－９０７６ 

      面接 当事業所相談室 

事業所以外の相談窓口 

神戸市保健福祉局 介護指導課 

TEL：078-322-6326（平日 8:45~12:00、13:00～17:30） 

兵庫県国民健康保険団体連合会 介護サービス苦情相談窓口 

TEL：078-332-5617（平日 8:45～17:15） 

神戸市消費生活センター（契約についてのご相談） 

TEL：078-371-1221（平日 8:45～17:30） 

※神戸市生活情報センターは、平成 29 年 4 月に 

神戸市消費生活センターへ名称変更 

 

６ 非常災害時の対策 

 

非常時の対応 消防計画に則り対応を行います。 

防災訓練 消防計画に則り、年１回防災訓練を行います。 

防災設備 

誘導灯 ２ヶ所 

消火器 ２本 

カーテン・カーペット等は防炎性能のあるものを使用しています。 

消防計画等 
灘消防署への届出日：令和元年９月２４日 

防火管理者：金澤秀市朗 
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７ サービス利用に当たっての留意事項 

 ○ 加算の変更などによる利用料変更の場合は紙面にてその都度、お知らせ致します。 

○ 食品類(菓子類含む)の持ち込み、及び施設内で提供する食品類のお持ち帰りは食品衛生上の問題

があり、不慮の誤嚥事故防止の為、お控えください。 

○ お食事の嗜好 形態（キザミ食など）アレルギーなどありましたら、お知らせください。 

○ 決められた場所、時間帯以外での喫煙はお控えください。 

○ 他の利用者様へ故意と認められる迷惑行為はお控えください。 

○ 施設内での他の利用者様に対する執拗な宗教活動、及び政治活動はお控えください。 

○ 施設内では氏名を記入した室内履きをご用意ください。 

○ 入浴をされる方は下着の準備よろしくお願い致します。 

○ 私物の管理において氏名の記入が必要と思われる物（下着など）には氏名の記入をお願いさせて

いただく場合があります。 

○ デイサービスでの活動上、必要のない貴重品等をお持ちになられるのは、盗難紛失等防止の為、

お控えください。又、所持金品、物品等は、利用者様の自己の責任で管理をお願い致します。 

 ○ デイサービスでの営業時間内においての活動に関して、安全（転等事故防止等）の為、介護職員、

療法士、看護師の案内、指示をお守りください。 

  ※ 防げない事故、転倒などは起こりうることがありますが、可能な限り迅速な対応をさせていた

だきます。 

 ○ 御利用者様が長期のお休みをされ、利用再開の御希望がある場合、御利用されていた曜日・御利

用回数共に再度、検討させていただく場合があります。 

 ○ 送迎時間は他の御利用者様の準備、道路状態によって前後することがありますので御理解のほど

宜しく御願い致します。 

※お薬が変更になった場合、又はかかりつけ病院を変更した場合は職員にお知らせください。 

※デイサービスのお迎え時に体調不良などの際は 病院を受診していただいてからの御利用とな

る場合もありますので宜しくお願い致します。 

※身体が急変した場合は金沢病院もしくは救急病院に搬送いたします。その際、緊急連絡先にも連

絡させていただきます。積極的な延命、蘇生（気管内挿管・人工呼吸器等）、希望されない処置

ある場合は事前にお申し出下さい。 

※上記留意事項につき、お守り頂けない場合は、当デイサービスのご利用を見合わせて頂く場合も

ございます。 

 



6 

 

８ 緊急時等における対応方法 

 

 サービス提供中に身体上の容態の急変などがあった場合は、御利用者の主治医、緊急時連絡先 

（ご家族等）、居宅サービス計画を作成した居宅介護支援事業者等へ連絡をします。また急を要する場

合は併設されている金沢病院へ受診し、出来る範囲の処置を施させていただきます。 

 

主治医 

病 院 名 

所 在 地 

  

電 話 番 号 
 

 

緊急時連絡先 

（家族等） 

氏名（続柄）                （   ） 

住 所 
 

電 話 番 号 
 

 ↑必ず記入御願い致します  

 

 

当事業者は、重要事項説明書に基づいて、介護予防通所介護 通所介護の重要事項の説明をしました。 

 

令和  年  月  日 

 

            事業者  神戸市灘区神ノ木通４丁目２番１５号 

                 医療法人愛和会 

                 理事長 金澤 秀次           印 

 

            事業所  神戸市灘区神ノ木通３丁目１番４号 

                 通所介護 デイサービスセンターかなざわ         

                 （事業所番号）２８７０２０１２６２ 

管理者 金澤 秀市朗          印 

 

            説明者  職 名  

                 氏 名                 印 

 

 

 

 私は、重要事項説明書に基づいて、介護予防通所介護 通所介護の重要事項の説明を受けました。 

 

令和  年  月  日 

 

利用者  住 所 

 

                 氏 名                 印 

 

 

            代理人（選任した場合）   

 

住 所 

 

                 氏 名                 印  
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医療法人愛和会 通所介護 デイサービスセンターかなざわ 運営規程 

第１条 医療法人愛和会が開設する指定通所介護事業所 通所介護デイサービスセンターかなざわ（以

下「事業所」という）が行う指定通所介護事業（以下「事業」という）の適正な運営を確保す

るために人員及び管理運営に関する事項を定め、事業所の生活相談員、看護職員及び介護職員

（以下「生活相談員等」という）が、要介護状態にある高齢者に対し、適正な指定通所介護を

提供することを目的とする。 

（運営の方針） 

第２条 この事業所が実施する事業は、利用者が要介護状態となった場合においても、心身の特性を踏

まえて、利 

用者が可能な限りその居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことがで

きるよう、さ 

らに利用者の社会的孤立感の解消及び心身機能の維持並びにその家族の身体的、精神的負担の

軽減を図るた 

めに、必要な日常生活上の世話及び機能訓練等の介護その他必要な援助を行う。 

 また、利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立ったサービスの提供に努める

ものとする。 

  ２ 事業の実施に当たっては、利用者の所在す市町村、居宅介護支援事業者、在宅介護支援センタ

ー、他の居宅サービス事業者、保健医療サービス及び福祉サービスを提供するも者との連携に

努めるものとする。 

  ３ 前２項のほか「指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成 11 年厚

生省令第 37号）に定める内容を遵守し、事業を実施するものとする。 

 

（事業所の名称等） 

第３条 事業を行う事業所の名称及び所在地は、次のとおりとする。 

 （１）名称    通所介護デイサービスセンターかなざわ 

 （２）所在地   兵庫県神戸市灘区神ノ木通三丁目１番４号 

（職員の職種、員数及び職務の内容） 

第４条 事業所に勤務する職種、員数及び職務の内容は次のとおりとする。 

 （１）管理者  １名（常勤職員） 

    管理者は、事業所の従業員の管理及び業務の管理を一元的に行うとともに、法令等において規

定されている 

指定通所介護の実施に関し、事業所の従業者に対し遵守すべき事項についての指揮命令を行う。 

通所介護従業者  生活相談員  １名（常勤専従１名） 

介護職員   ２名（常勤兼務 1名 非常勤専従 1名） 

機能訓練指導員１名（常勤専従１名） 

    従業者は、指定通所介護の提供に当たる。 

    生活相談員は、事業所に対する指定通所介護の利用申し込みに係る調整、他の通所介護従事者

に対する相談 

助言及び技術指導を行い、また他の従事者と協力して通所介護計画の作成等を行う。 

機能訓練指導員は、日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するための訓練指導、助言を

行う。 

（営業日及び営業時間） 

第５条 事業所の営業日及び営業時間は、次のとおりとする。 
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 （１）営業日  月曜から土曜日までとする。ただし、12月 30日から 1月 3日までを除く。 

 （２）営業時間  午前 8時 30分から午後 5時 30分までとする。 

    サービス提供時間は午前９時２０分から午後 4時３０分までとする。 

（指定通所介護の利用定員） 

第６条 指定通所介護の利用定員は、1日 25人とする。 

（指定通所介護の内容） 

第 7条 指定通所介護の内容は、次に掲げるもののうち必要と認められるサービスを行うものとする。 

① 入浴サービス 

② 給食サービス 

③ 生活指導（相談・援助等）レクリエーション 

④ 機能訓練 

⑤ 健康チェック 

⑥ 送迎 

（利用料等） 

第８条 指定通所介護を提供した場合の利用料の額は、厚生労働大臣が定める基準（告示上の報酬額）

によるものとし、当該指定通所介護が法定代理受領サービスであるときは、その各自の負担額の支払を

受けるものとする。 

２、 法定代理受領以外の利用料については、厚生労働大臣が定める基準（告示上の報酬額）の額と

する。 

３、 食費については、７５０円を徴収する.(おやつ代含む また余剰金は活動費に充当する。) 

特別食については、８００円を徴収する 

４、 おむつ代は、実費を徴収する。 

５、 その他、通所介護において提供される便宜のうち、日常生活において通常必要となるものに係

る費用について徴収する。 

６、 利用料等の支払を受けたときは、利用料とその他利用料（個別の費用ごとに区分）について記

載した領収書を交付する。 

７、 サービスの提供に当たっては、あらかじめ、利用者又はその家族に対し、事前に文書で説明し

た上で、支払いに同意する旨の文書に署名（記名捺印）を受けることとする。 

８、 法定代理受領サービスに該当しない指定通所介護に係る利用料の支払を受けた場合は、提供し

た指定通所介護の内容、費用の額その他必要と認められる事項を記載したサービス提供証明書

を利用者に対して交付する。 

（通常の事業の実施地域） 

第 9条 通常の実施地域は、神戸市灘区の区域とする。 

（衛生管理等） 

第１０条 利用者の使用する施設、食器その他の設備又は飲用に供する水について、衛生的な管理に努

め、又は衛生上の必要な措置を講ずるものとする。 

２、この指定通所介護事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように必要な措置を講ずるも

のとする。 

（サービスの利用に当たっての留意事項） 

第１１条 利用者は指定通所介護の提供を受ける際には、医師の診断や日常生活上の留意事項、利用当

日の健康状態等を職員に連絡し、心身の状況に応じたサービスの提供を受けるよう留意する。 

（緊急時における対応方法） 

第１１条 指定通所介護の提供を行っているときに、利用者の病状の急変、その他緊急事態が生じたと
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きは、速やかに主治医に連絡する等の措置を講ずるとともに、管理者に報告する。主治医へ

の連絡が困難な場合は、緊急搬送等の必要な措置を講ずるものとする。 

２、利用者に対する指定通所介護の提供により賠償すべき事故が発生した場合には、損害賠償を速やか

に行うものとする。 

（非常災害対策） 

第１３条 非常災害に備えて、消防計画、風水害、地震等に対処する計画を作成し、防火管理者または

火気・消防等についての責任者を定め、年 1回定期的に避難、救出その他必要な訓練を行うものとする。 

（苦情処理） 

第１４条 指定通所介護の提供に係る利用者からの苦情に迅速かつ適切に対処するために、必要な措置

を講ずるものとする。 

２、 本事業所は、提供した指定通所介護に関し、法第２３条の規定により市町村が行う質問若しくは

照会に応じ、及び市町村が行う調査に協力するとともに、市町村からの指導又は助言を受けた場

合は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行うものとする。 

３、 本事業所は、提供した指定通所介護に係る利用者からの苦情に関して国民健康保険団体連合会の

調査に協力するとともに、国民健康保険団体連合会の指導又は助言を受けた場合は、当該指導又

は助言に従って必要な改善を行うものとする。 

（その他運営についての留意事項） 

第１５条 事業所は、職員の質的向上を図るための研修の機会を次のとおり設けるものとし、また、業

務の執行体制についても検証、整備する。 

(ア)採用時研修 採用１ヶ月以内 

(イ)継続研修 年 2回 

 ２ 従業者は業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持する。 

 ３ 従業者であった者に、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持させるため、従業者でな

くなった後においてもこれらの秘密を保持する旨を、従業者との雇用契約の内容に含むものとす

る。 

 ４ 本事業所は、通所介護に関する記録を整備し、通所介護完結の日から５年間保存するものとする。 

 ５ この規程に定める事項のほか、運営に関する重要事項は医療法人愛和会と当事業所の管理者との

協議に基づいて定めるものとする。 

 

 

附 則 

この規程は、令和 1年 10月 28日から施行する。 
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介護予防通所介護 通所介護 デイサービスセンターかなざわ 利用契約書 

 

 

         （以下「契約者」という。）と医療法人愛和会（以下「事業者」という。）は、契約

者が通所介護デイサービスセンターかなざわ（以下「事業所」という。）において、事業者から提供さ

れる通所介護サービス及び介護予防通所介護サービス 

以下「通所介護サービス」という。）を受け、それに対する利用料金を支払うことについて、次のとお

り契約（以下「本契約」という。）を締結します。 

 

第一章 総則 

第 1条（契約の目的） 

1 事業者は、介護保険法令の趣旨に従い、契約者がその有する能力に応じ、可能な限り自立した日常生

活を営むことができるように支援することを目的として、契約者に対し、第 4 条及び第 5 条に定める

通所介護サービスを提供します。 

2 事業者が契約者に対して実施する通所介護サービスの内容、利用日、利用時間、費用等の事項（以下

「通所介護計画」という。）は、別紙重要事項説明書に定めるとおりとします。 

 

第 2条（契約期間） 

 本契約の有効期間は、契約締結の日から契約者の要介護認定の有効期間満了日までとします。 

 但し、契約期間満了の 2 日前までに契約者から文書による契約終了の申し入れがない場合には、本契

約は更に同じ条件で更新されるものとし、以後も同様とします。 

 

第 3条（通所介護計画の決定・変更） 

1 事業者は、契約者に係る居宅サービス計画（ケアプラン）が作成されている場合には、それに沿って

契約者の通所介護計画を作成するものとします。 

2 事業者は、契約者に係る居宅サービス計画が作成されていない場合でも、通所介護計画の作成を行い

ます。その場合に、事業者は、契約者に対して、居宅介護支援事業者を紹介する等居宅サービス計画

作成のために必要な支援を行うものとします。 

3 事業者は、通所介護計画について、契約者及びその家族等に対して説明し、同意を得た上で決定する

ものとします。 

4 事業者は、契約者に係る居宅サービス計画が変更された場合、もしくは契約者及びその家族等の要請

に応じて、通所介護計画について変更の必要があるかどうかを調査し、その結果、通所介護計画の変

更の必要があると認められた場合には、契約者及びその家族等と協議して、通所介護計画を変更する

ものとします。 

5 事業者は、通所介護計画を変更した場合には、契約者に対して書面を交付し、その内容を確認するも

のとします。 

 

第 4条（介護保険給付対象サービス） 

 事業者は、介護保険給付対象サービスとして、事業所において、契約者に対して、日常生活上の世話

及び機能訓練を提供するものとします。 
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第二章 サービスの利用と料金の支払い 

第 5条（サービス利用料金の支払い） 

1 事業者は、契約者が支払うべき介護保険給付サービスに要した費用について、契約者が介護サービス

費として市町村から給付を受ける額（以下、介護保険給付額という。）の限度において、契約者に代

わって市町村から支払いを受けます。 

2 契約者は要介護度に応じて第 4 条に定めるサービスを受け、重要事項説明書に定める所定の料金体系

に基づいたサービス利用料金から介護保険給付額を差し引いた差額分（自己負担分:通常はサービス利

用料金の 1～3 割）を事業者に支払うものとします。 

  但し、契約者がいまだ要介護認定を受けていない場合及び居宅サービス計画が作成されていない場合

には、サービス利用料金をいったん支払うものとします。（要介護認定後又は居宅サービス計画作成

後、自己負担分を除く金額が介護保険から払い戻されます（償還払い）。） 

3 第５条に定めるサービスについては、契約者は、重要事項説明書に定める所定の料金体系に基づいた

サービス利用料金を事業者に支払うものとします。 

4 前項の他、契約者は食事代とおむつ代等契約者の日常生活上必要となる諸費用実費を事業者に支払う

ものとします。 

5 契約者は、前 4 項に定めるサービス利用料金を利用月の翌月末までに、支払うものとします。 

 

第 6条（利用日の中止・変更・追加） 

1 契約者は、利用期日前において、通所介護サービスの利用を中止又は変更、もしくは新たなサービス

の利用を追加することができます。この場合には、契約者はサービス実施日の前日までに事業者に申

し出るものとします。 

2 契約者が、利用期日に利用の中止を申し出た場合は、重要事項説明書に定める所定の取消料を事業者

にお支払いいただく場合があります。但し契約者の体調不良等正当な事由がある場合は、この限りで

はありません。 

3 事業者は、第 1 項に基づく契約者からのサービス利用の変更・追加の申し出に対して、事業所が満員

で契約者の希望する日にサービスの提供ができない場合、他の利用可能日を契約者に提示して協議す

るものとします。 

 

第 7条（利用料金の変更） 

1 第 6 条第 1 項及び第 2 項に定めるサービス利用料金について、介護給付費体系の変更があった場合、

事業者は当該サービスの利用料金を変更することができるものとします。 

2 第 6 条第 3 項及び第 4 項に定めるサービス利用料金については、経済状況の著しい変化その他やむを

得ない事由がある場合、事業者は、契約者に対して、変更を行う日の 2 か月前までに説明をした上で、

当該サービス利用料金を相当な額に変更することができます。 

3 契約者は、前項の変更に同意することができない場合には、本契約を解約することができます。 

 

第三章 事業者の義務 

第 8条（事業者及びサービス従事者の義務） 

1 事業者及びサービス従事者は、サービスの提供にあたって、契約者の生命、身体、財産の安全・確保

に配慮するものとします。 

2 事業者は契約者の体調・健康状態からみて必要な場合には、事業所の医師又は看護職員もしくは主治

医と連携し、契約者からの聴取・確認の上でサービスを実施するものとします。 
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3 事業者は、契約者に対する通所介護サービスの提供について記録を作成し、それを２年間保管し、契

約者もしくはその代理人の請求に応じてこれを閲覧させ、複写物を交付するものとします。 

4 事業者は、サービス提供時において、契約者に病状の急変が生じた場合その他必要な場合は、速やか

に主治医への連絡を行う等の必要な措置を講じるものとします。 

 

第 9条（守秘義務等） 

1 事業者及びサービス従事者又は従業員は、通所介護サービスを提供する上で知り得た契約者又はその

家族等に関する事項を正当な理由なく第三者に漏洩しません。この守秘義務は、本契約が終了した後

も継続します。 

2 事業者は、契約者に医療上、緊急の必要性がある場合には、医療機関等に契約者に関する心身等の情

報を提供できるものとします。 

3 前 2 項にかかわらず、契約者に係る他の居宅介護支援事業者等との連携を図るなど正当な理由がある

場合には、その情報が用いられる者の事前の同意を文書により得た上で、契約者又は契約者の家族等

の個人情報を用いることができるものとします。 

 

第四章 契約者の義務 

第 10条（契約者の施設利用上の注意義務等） 

1 契約者は、事業所の施設、設備、敷地をその本来の用途に従って、利用するものとします。 

2 契約者は、事業所の施設、設備について、故意又は重大な過失により滅失、破損、汚損もしくは変更

した場合には、自己の費用により原状に復するか、又は相当の代価を支払うものとします。 

3 契約者の心身の状況等により特段の配慮が必要な場合には、契約者及びその家族と事業者との協議に

より、施設、設備の利用方法等を決定するものとします。 

第五章 損害賠償（事業者の義務違反） 

第 11条（損害賠償責任） 

1 事業者は、本契約に基づくサービスの実施に伴って、自己の責に帰すべき事由により契約者に生じた

損害について賠償する責任を負います。第 10 条に定める守秘義務に違反した場合も同様とします。 

 但し、契約者に故意又は過失が認められる場合には、契約者の置かれた心身の状況を斟酌して相当と

認められる時に限り、損害賠償額を減じることができるものとします。 

2 事業者は、前項の損害賠償責任を速やかに履行するものとします。 

 

第 12条（損害賠償がなされない場合） 

 事業者は、自己の責に帰すべき事由がない限り、損害賠償責任を負いません。とりわけ以下の各号に

該当する場合には、事業者は損害賠償責任を免れます。 

1 契約者が、契約締結時にその心身の状況及び病歴等の重要事項について、故意にこれを告げず、又

は不実の告知を行ったことにもっぱら起因して損害が発生した場合 

2 契約者が、サービスの実施にあたって必要な事項に関する聴取・確認に対して故意にこれを告げず、

又は不実の告知を行ったことにもっぱら起因して損害が発生した場合 

3 契約者の急激な体調の変化等、事業者の実施したサービスを原因としない事由にもっぱら起因して

損害が発生した場合 

4 契約者が、事業者もしくはサービス従事者の指示・依頼に反して行った行為にもっぱら起因して損

害が発生した場合 
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第 13条（事業者の責任によらない事由によるサービスの実施不能） 

  事業者は、本契約の有効期間中、地震・噴火等の天災その他自己の責に帰すべからざる事由によりサ

ービスの実施ができなくなった場合には、契約者に対して既に実施したサービスを除いて、所定のサー

ビス利用料金の支払いを請求することはできないものとします。 

 

第六章 契約の終了 

第 14条（契約の終了事由、契約終了に伴う援助） 

1 契約者は、以下の各号に基づく契約の終了がない限り、本契約に定めるところに従い事業者が提供す

るサービスを利用することができるものとします。 

  一  契約者が死亡した場合 

  二 要介護認定により契約者の心身の状況が自立と判定された場合   

  三 事業者が解散命令を受けた場合、破産した場合又はやむを得ない事由により事業所を閉鎖した場

合 

 四 施設の滅失や重大な毀損により、サービスの提供が不可能になった場合 

 五 事業所が介護保険の指定を取り消された場合又は指定を辞退した場合 

 六 第 16 条から第 18 条に基づき本契約が解約又は解除された場合 

2 事業者は、前項第一号を除く各号により本契約が終了する場合には、契約者の心身の状況、置かれて

いる環境等を勘案し、必要な援助を行うよう努めるものとします。 

 

第 15条（契約者からの中途解約） 

1 契約者は、本契約の有効期間中、本契約を解約することができます。この場合には、契約者は契約終

了を希望する日の 7 日前までに事業者に通知するものとします。 

2 契約者は、以下の事項に該当する場合には、本契約を即時に解約することができます。 

  一 第 8 条第 3 項により本契約を解約する場合 

  二 契約者が入院した場合   

  三 契約者に係る居宅サービス計画（ケアプラン）が変更された場合 

 

第 16条（契約者からの契約解除） 

契約者は、事業者もしくはサービス従事者が以下の事項に該当する行為を行った場合には、本契約を

解除することができます。 

1 事業者もしくはサービス従事者が正当な理由なく本契約に定める通所介護サービスを実施しない場

合 

2 事業者もしくはサービス従事者が第 10 条に定める守秘義務に違反した場合 

3 事業者もしくはサービス従事者が故意又は過失により契約者の身体・財物・信用等を傷つけ、又は

著しい不信行為、その他本契約を継続しがたい重大な事情が認められる場合 

4 他の利用者が契約者の身体・財物・信用等を傷つけた場合もしくは傷つける恐れがある場合におい

て、事業者が適切な対応をとらない場合 

 

第 17条（事業者からの契約解除） 

  事業者は、契約者が以下の事項に該当する場合には、本契約を解除することができます。 

1 契約者が、契約締結時にその心身の状況及び病歴等の重要事項について、故意にこれを告げず、又

は不実の告知を行い、その結果本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせた場合 
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2 契約者による、第 6 条第 1 項から第 3 項に定めるサービス利用料金の支払いが３か月以上遅延し、

相当期間を定めた催告にもかかわらずこれが支払われない場合 

3 契約者が、故意又は重大な過失により事業者又はサービス従事者もしくは他の利用者等の生命・身

体・財物・信用等を傷つけ、又は著しい不信行為を行うことなどによって、本契約を継続しがたい

重大な事情を生じさせた場合 

 

第 18条（精算）   

 第 15 条第 1 項第二号から第六号により本契約が終了した場合において、契約者が、すでに実施され

たサービスに対する利用料金支払義務及び第 11 条第 2 項（原状回復の義務）その他の条項に基づく義

務を事業者に対して負担しているときは、契約終了日から 1 週間以内に精算するものとします。 

 

第七章 その他 

第 19条（苦情処理） 

 事業者は、その提供したサービスに関する契約者等からの苦情に対して、苦情を受け付ける窓口を設

置して適切に対応するものとします。 

 

第 20条（協議事項） 

本契約に定められていない事項について問題が生じた場合には、事業者は介護保険法その他諸法令の

定めるところに従い、契約者と誠意をもって協議するものとします。 

 

 

  上記の契約を証するため、本書 2 通を作成し、契約者、事業者が記名捺印のうえ、各 1 通を保有する

ものとします。 

 

令和  年  月  日 

 

            事業者  神戸市灘区神ノ木通４丁目２番１５号 

                 医療法人愛和会 

                 理事長 金澤 秀次           印 

 

 

            事業所  神戸市灘区神ノ木通３丁目１番４号 

                 通所介護 デイサービスセンターかなざわ         

                 （事業所番号）２８７０２０１２６２ 

管理者 金澤 秀市朗          印 

 

  

            説明者  職名  

                 氏名                  印 

 

              

契約者  住所 

                          

氏名                                    印                                                  


